有限責任事業組合　　　　　　　　組合契約書

（組合の名称）

第１条 本組合は、有限責任事業組合××と称する。

（組合の事業）
第２条 本組合は、共同で次の事業を営むことを目的とする。

(１)スポーツ用品の製造販売及び輸出入

(２)スポーツ施設の経営

(３)スポーツイベントの企画・運営

(４)貿易に関するコンサルタント業務

(５)娯楽用品、日用雑貨品の製造販売及び輸出入

(６)前各号の事業に附帯する一切の業務

（組合の事務所の所在地）

第３条 本組合は、事務所を名古屋市　　　区　　丁目　　　番地に置く。

（組合員の氏名又は名称及び住所並びに出資の目的及びその価額）

第４条　本組合の組合員の氏名又は名称及び住所並びに出資の目的及びその価額は次の通りである。

名古屋市　　　区　　丁目　　　番地

組合員　株式会社

金　　　　万円也

名古屋市　　　区　　丁目　　　番地

組合員　

金　　　　万円也

（組合契約の変更並びに業務執行の決定）

第５条　本組合は、次の事項については総組合員の同意を要しない。この場合は、総組合員の３分の２以上の賛成をもって決する。

(１)有限責任事業組合契約に関する法律(以下、法という。)第４条第３項第三号若しくは第八号に掲げる事項又は同条第５項の規定により組合契約書に記載する事項に係る組合契約の変更

(２)重要な財産の処分及び譲受けのうち、有限責任事業組合契約に関する法律施行規則(以下、規則という。)第５条第一号に該当する事項

(３)多額の借財のうち、規則第５条第二号に該当する事項

（組合の事業年度）

第６条 本組合の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。なお、本組合の最初の事業年度は組合契約の効力が発生した日から平成１８年３月３１日までとする。

（組合契約効力発生日及び組合の存続期間）

第７条 本組合の組合契約の効力は、平成１７年　　月　　日をもって発生するものとする。

２ 本組合の存続期間は、前項に定める日から平成　　年　　月　　日までとする。

(管轄の合意)

第８条 本契約に基づき又は本契約に関して生ずる全ての紛争については、名古屋地方裁判所をもって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

以上を証するため、本組合契約書を作成し、各組合員が記名押印する。

平成１７年　　月　　日

名古屋市　　　区　　丁目　　　番地

組合員　株式会社

代表取締役　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
組合員　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
